
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

鉄
道
業

道
路
旅
客
運
送
業

道
路
貨
物
運
送
業

水
運
業

倉
庫
業

運
輸
に
附
帯
す
る
サ
ー
ビ
ス
業

航
空
運
輸
業
，
郵
便
業
（
信
書
便
事
業
を
含
む
）

（兆円）

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

‐20.0

‐15.0

‐10.0

‐5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

鉄
道
業

道
路
旅
客
運
送
業

道
路
貨
物
運
送
業

水
運
業

倉
庫
業

運
輸
に
附
帯
す
る
サ
ー
ビ
ス
業

（％）

平成23年 平成24年 平成25年

Ｈ運輸業，郵便業 

 

１か月当たり平均売上高           ４兆9797億円（前年比 0.9％減） 

  年平均従事者数                 367万人（ 同  0.6％減） 

 

   ○主な対象業種 

鉄道業：普通鉄道業，地下鉄道業，モノレール鉄道業等  

     道路旅客運送業：一般乗合旅客自動車運送業，一般貸切旅客自動車運送業，特定旅客自動車運送業等 

     道路貨物運送業：一般貨物自動車運送業，特定貨物自動車運送業，貨物軽自動車運送業，集配利用運送業等 

     水運業：外航旅客海運業，沿海旅客海運業，港湾旅客海運業，船舶貸渡業等 

     倉庫業：倉庫業，冷蔵倉庫業等 

     運輸に附帯するサービス業：港湾運送業，運送代理店，こん包業，鉄道施設提供業，海運仲立業等 

     航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）：航空運送業, 航空機使用業，郵便業（信書便事業を含む）等 

     ※産業中分類「航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）」は平成 24 年以前は同分類名では公表していな

いため，前年比を算出していない。 

 

１ １か月当たり平均売上高 

平成 25 年の「運輸業，郵便業」の１か月当たり平均売上高は４兆 9797 億円となり，

前年と比べると 0.9％の減少となった。 

産業中分類別に前年と比べると，「道路旅客運送業」が 2.8％の増加，「鉄道業」が 1.3％

の増加，「水運業」が 1.1％の増加，「運輸に附帯するサービス業」が 0.7％の増加，「道

路貨物運送業」が 0.6％の増加，「倉庫業」が 0.1％の増加と全ての分類で増加となった。 

（図１－１，図１－２，表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 産業中分類別 1 か月当たり平均売上高 図１－２ 産業中分類別 1 か月当たり平均売上高の前年比 
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２ 年平均従事者数 

平成 25 年の「運輸業，郵便業」の年平均従事者数は 367 万人となり，前年と比べる

と 0.6％の減少となった。 

産業中分類別に前年と比べると，「倉庫業」が 2.1％の増加，「運輸に附帯するサービ

ス業」が 1.4％の増加，「鉄道業」が 0.9％の増加となったものの，「水運業」が 2.5％の

減少，「道路貨物運送業」が 2.3％の減少，「道路旅客運送業」が 1.3％の減少となった。 

（図２－１，図２－２，表１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 産業中分類別年平均従事者数 図２－２ 産業中分類別年平均従事者数の前年比 

表１ 産業分類別 1 か月当たり平均売上高・年平均従事者数
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３ 月別の推移 

 (1) 月間売上高 

平成 25 年の「運輸業，郵便業」の月間売上高の前年同月比をみると，７月，９月，

11 月及び 12 月を除く月で減少となった。産業中分類別に「運輸業，郵便業」に対す

る前年同月比の寄与度をみると，「運輸に附帯するサービス業」は３月，９月，11 月

及び 12 月を除く月で減少に寄与し，「道路旅客運送業」は 12 月，「鉄道業」は３月，

４月及び 10 月を除く月で増加に寄与した。 

（図３－１） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 従事者数 

平成 25 年の「運輸業，郵便業」の従事者数の前年同月比をみると，11 月及び 12

月を除く月で減少となった。産業中分類別に「運輸業，郵便業」に対する前年同月比

の寄与度をみると，「道路旅客運送業」は全ての月で減少に寄与し，「倉庫業」は 12

月，「運輸に附帯するサービス業」は４月を除く月で増加に寄与した。 
（図３－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 月間売上高の前年同月比及び寄与度の推移 

図３－２ 従事者数の前年同月比及び寄与度の推移 
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(3) 需要の状況 

平成 25 年の「運輸業，郵便業」の前年同月と比べた需要の状況をみると，１月，

２月，４月，６月及び８月を除く月でプラスとなった。 

（図３－３） 

図３－３ 需要状況ＤＩ(前年同月と比べた需要の状況)の推移


